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【要旨】全世界に大きな衝撃を与えた2001年9月ll日に発生した同時多発テロ事件に引き続き、米国内で

は郵便物に混入された「炭疽菌」事件の連続発生に伴い、生物学的兵器を用いたテロへの脅威に関する報道

が連日マスコミを賑わせた。特に「炭疽菌」については、実際に事件が発生しただけに生物学的兵器の代表

的な病原菌として取り上げられ、関係者や科学者のみならず、米国の一般市民にも生物学的兵器に対する高

い関心を持たせ、米国各地の医療センター、大学において、「天然痘」や「炭疽菌」等の生物学的兵器の脅威に

対する公開講座、学習会などが多数開催される結果となった。

　また、これらの事件は旧ソビエト連邦崩壊後の国際政治、経済、軍事力での米国の圧倒的な発言権、独占

的なリーダーシップに対して、異なる宗教・民族・文化圏などにおける混沌とした社会不安、貧困から引き

起こされる嫉妬にも似た感情が根深く蓄積されたまま放置されていたことを米国民に認識させることと

なった。換言すれば、同時多発テロ事件および炭疽菌事件により、異文化の衝突や反欧米社会の存在が明ら

かにされるとともに、米国にとっては、感染症の原因となる細菌やウイルスの危機管理体制に連結した。そ

こで、生物化学兵器への米国側の管理・防衛体制を紹介し、感染症と貧困にあえぐ発展途上国から米国に持

ち込まれる感染症の「ウエストナイル症」と「HIV／AIDS」の現在の課題について記述する。

1．感染症に対するアメリカ合衆国の取り組み

　21世紀は「感染症の時代」ともいわれ、地球温暖化

とともにHIV、マラリア、結核などの感染症が一層増

加することが予想される。

　経済、貿易、旅行のグローバル化に伴う、人類の頻

繁な移動、発展途上国の貧困、環境問題、公衆衛生の

悪化がその原因として考えられる。

　このような国際的感染症に対して、アメリカ合衆国

（以下米国と訳す）ではWHO（World　Health　Organi－

zation）の米国事務局であるPAHO（Pan－American

Health　Organization：ワシントンDC）とCDC（Cen－

ters　fbr　Disease　Control　and　Prevention：ジョージア州

アトランタ）が中心的役割を果たしている。
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II．　PAHOが果たした天然痘根絶の歴史

　1967年、WHOは「世界天然痘根絶計画」を発表し

た。当時天然痘は年間2，㎜万人の推定患者が発生し、

400万人の死亡、アフリカ、南米、東南アジア、南ア

ジア、約30下国に常に流行していた。しかし、1977年

10月のソマリアの患者発生を最後に地球上から天然

痘は消え去り、1980年5月にWHOは「天然痘世界根

絶宣言」を行った1）。その後、天然痘ウイルスは研究目

的のために米国とロシアのBSL4（Bio－safety　Level　4）

の施設に保存されている。1999年5月のWHO総会で

は両国に保存されている天然痘ウイルスを2002年ま

で保存することが決議された。この決議に伴い、天然

痘研究諮問委員会が組織され、1999年12月に今後の

天然痘に必要な研究およびその可能性が討議された。

下記にその優先順位が高いと確認された研究項目を

示す。

　①天然痘ウ・イルスの遺伝子解析

　②天然痘診断方法の開発と検定

　③天然痘治療薬の検定

　④天然痘ウイルスによるモノクローナル抗体の

　　　作製

　⑤天然痘ワクチンの開発と検定

　⑥天然痘動物実験モデル

　同委員会はこれらの研究項目は2002年までに実施

し、現存する天然痘ウイルスは同年に廃棄すべきであ

ると勧告したがバイオテロ対策を理由とする米国の

強い反対で延期となり2004年12月現在完全廃棄の

報告はない。その上2004年ll月12日にWHOは天

然痘ウイルスの遺伝子操作を容認すべきとの勧告を

まとめた。また、PAHOは歴史的にも黄熱、マラリア

根絶計画を実施しており、天然痘根絶計画のWHOス

タッフが天然痘根絶終了後にPAHOに集結し、ポリ

オに対する根絶計画について議論を重ねた。我が国で

は，2003年10月の「改正感染症法」ではSARSと共に

天然痘は第1類感染症に分類されている。

III．　C：DCが取り組む炭疽菌（Anthrax）とウエスト

　　ナイル症（West　Nile　Encephalitisを含む）

　①　炭疽菌（Anthrax）

　全世界を震撚させた2001年9月11日前発生した

米中枢同時テロ事件に引き続き、米国内では郵便物に

混入された「炭疽菌」事件の連続発生に伴い、生物学

的兵器を用いたテロへの脅威に関する報道が連日マ

スコミを賑わせた。これらのことは米政府関係者や科

学者のみならず、米国の一般市民にも生物学的兵器に

対する高い関心をもたせ、米国各地の医療センター、

大学において、生物学兵器の脅威に対する公開講座、

学習会などが多数開催される結果となった1・2）。その

後、米政府から生物細菌研究施設に関する調査依頼を

受けたBiotechnology　Industry　Organization（BIO）の

発表では回答が寄せられた400社のうち約30社が生

物学的兵器に発展する可能性が高い研究を行ってい

ることがわかった。また、国防費やテロ対策費も含め

た2003年度の米国国防予算が3，790億ドル、前年度当

初比13．5％増と過去20年間で最大の伸びを示し

（2002年2月現在）、中でも生物学的兵器使用のテロ対

策、空港・国境整備などの国土安全保障関連予算は377

億ドルに達した。このような予算の重点配分からも、

米国がいかにテロ対策に力を注いでいるかが読み取

れる。

　炭疽菌に関する現況としては、今回の事件で使用さ

れた炭疽菌が、濃縮度が極めて高く、専門家の分析に

よるとテロリストの能力を越えているとされ、現在は

廃止されている米軍の対生物兵器戦争計画で開発さ

れた炭疽菌と関連しているのではないかという疑惑

が高まっている。このため、米政府関係者らの間には

生物細菌研究施設および研究者の行動を規制しよう

と動きが強まりつつある。このような動きに対し、多

くの研究者らはこれらの規制が結果的に生物学的兵

器開発・テロリズム防止には効果がなく、逆に純粋な

生物細菌研究の進歩そのものを規制しかねないこと

に反対の意を唱えている。例えば、スタンフォード大

学などは、現在、議会に提出されている生物化学兵器

の研究・実験の規制法案が抱える数々の問題点、矛盾

点を医科学的立場から指摘している。しかし一方、ア

イオワ州立大学では研究室における自主規制を既に

始め、保存している炭疽菌の処分を発表した。現在、国

立科学協会らが中心となり、特殊な生物材料を使用す

る研究に対するプロトコール作りが検討されている。

　また、米国チューレーン大学医療センター公衆衛生

熱帯医学大学院では、熱帯医学部（Department　of

Tropical　Medicine）と環境健康科学部（Department　of

Environmental　Health　Sciences）の両学部協力のもと、

2002年1月より、これまでの生物学的兵器の脅威への

対応を主題とした公開講座や学習会を統括し、さらに

医学的なプログラムとしたPublic　Health　Challenge：

How　to　Cope　with　Bioterrorismと題する新しい講義

（2）
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表1米国チューレーン大学医療センター公衆衛生熱帯医学大学院のBioterrorism講義内

　　容シラバス（2002年度）

Date Lecture　Title Instructor

Jan．14 Introducti・n／History Hartley／Wilson

Jan．21 No　Class／Martin　Luther　King’s　Birthday

Jan．28 Biological：Classification／Detection Grimsley／Clements

Feb．04 Emerging　Diseases Krogstad／Rakue＊

Feb．　I　l No　Class／Mardi　Gras

Feb．18 Preparedness／Medical　Response Ratard／Meyer（Hosp）

Feb．25 Surveillance／Zoonosis　Disease Prescott／Rakue＊

Mar．04 Classification／Hezard／Industries／Metals Hartley／Reimers

Mar．　l　l Mid－Term／Exam．　Food　Chemicals Abdelghani

Mar．18 Nuclear　weapon／asphyxiation Johnson

Mar．25 Volatile／Toxicity　Mech．／Sampling＆Monit． Miller／Wiese／Hunt

Apr．01 Prevention＆Risk　Communication White／Sarpy

Apr．08 Collaboration／Nationa1＆Inter　Activities Allen／Wilson

Apr．15 Building　Arch．／Protective　Plans／Ventilation Rando／Grimsley

Apr．22 Building　Protection Reimers／Englande

Apr．29 Final　Exam。 Faculty

表2米国が想定する生物学的兵器に関わる病原微生物

病原微生物
i生物剤）

ヒトからヒト

ﾖの感染
呼気中に感染可能な

@病原微生物数
潜伏期 致　　死　　起

筆　　疽　　菌 なし 8，000～50，000個口芽胞 1～7日 90～100％

天然痘ウイルス 高率 10～100個のウイルス 7～17日 中等度～高率

ペ　ス　ト　菌 高率 100～500個の菌 1～6日 12～24時間以内に治療しないと高率

ボツリヌス毒素 なし 0．001μ9／kg 1～5日
呼吸管理ができないと高率。抗血清の
♀咩蒲^および呼吸管理可能なら5％
ﾈ下

コ　レ　ラ　菌 低率 10～500個の菌 4時間～5日
i通常2～3日）

輸液治療後は低率

出血熱ウイルス
iエボラ出血熱）

中等度～高率 1～10個のウイルス 7～14日 スーダン株中等度ザイール株高率

（表1）が開始された。これはテロリズムなどで使用さ

れる恐れのある生物化学的兵器を正しく理解し対応

できるようにすることを目標としている1・2）。

　②炭疽および天然痘に関わる生物学的兵器の脅

　　　威への対処

　炭疽は炭疽菌（Bacillus　anthracis）により発症する

致命率の高い感染症である。日本では2003年10月に

改正された「感染症新法」においても第4類に分類さ

れている。2005年1月現在も生物学的兵器に関わる可

能性が高い疾患（表2）のひとつである。

　炭疽菌はバシラス属（Genus　Baci11us）に分類され

芽胞産生性通性嫌気性グラム陽性大型桿菌（1．0

～1．2×10μm）で、運動性および溶血性を示さない。

　生体内では単独または短い連鎖上であるが、培養菌

では長い連鎖を形成する。大気中で形成された芽胞は

栄養素がない状態で数年間存在することが可能で、過

熱や紫外線などにも抵抗性を持ち感染源となる3一7）。

　炭疽は全世界に存在する重要な人畜共通感染症の

ひとつで、ヒトには感染動物（特にヒツジ、ウシ、ヤ

ギなどの草食動物）から伝播され発症する。ヒトから

ヒトへの感染はない。感染経路として、炭疽菌または

芽胞が皮膚露出部の顔、上肢などの擦過傷から皮膚下

に進入する経皮的感染、芽胞を吸入することによる経

気道的感染や感染動物の肉などを摂取することによ

る経口的感染があり、それぞれ皮膚炭疽、肺炭疽、腸

炭疽などを引き起こす。皮膚炭疽が発症の95％以上を

（3）
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占め、肺炭疽や腸炭疽では致死率が高い6－8）。

　潜伏期は1～7日で臨床症状としては、皮膚炭疽で

は感染後2～3日で無痛性の掻痒感を伴う紅斑性丘疹

が出現する。感染後5～7日で潰瘍化し、潰瘍治癒後は

黒褐色の疲皮（炭疽擁）が形成され、周囲の浮腫性硬

結、所属リンパ管炎やリンパ節炎を合併する。重症例

では感染毒素性ショックまたは出血性リンパ節炎か

ら炭疽菌性敗血症に進行すると高熱を呈し、死に至る

こともある。肺炭疽は羊毛選別空病（woolsorter’s　dis－

ease）とも呼ばれ、羊毛などを取り扱う毛皮工場など

の従業者が芽胞を吸入することで発症する。初期症状

はインフルエンザ様で発熱、頭痛、胸痛、疲労感、倦

怠感、悪寒、筋肉痛などで、胸部レントゲン所見では

出血性縦隔炎の兆候とされる縦隔拡大が特徴的であ

る。発病後、髄膜刺激症状を伴い、呼吸困難による急

死やチアノーゼ、錆色の喀血、昏睡などを呈し、急性

症状が出現すると24時間以内に致死経過を取ること

が多い。腸炭疽は動物では一般的ではあるがヒトでは

稀である。その臨床症状は腸型と口咽頭型との2つに

分類され、腸型では嘔吐、吐血、腹痛、発熱、血便、悪

心、腹水の貯留による腸間膜の閉塞などであり、感染

毒素性ショックまたは炭疽菌性敗血症に進行後、死に

至る。口咽頭型では咽頭炎、発熱、嚥下障害、首のリ

ンパ節腫張などがみられ、その後、炭疽菌性敗血症を

合併し、多くは致命的である。

　診断は検査材料（血液、膿、喀疾、滲出液）からグ

ラム陽性大型桿菌を直i接塗抹標本で鏡検および分離

培養により検出することが重要であるが、一部の地方

衛生研究所ではPCRによるDNA診断が可能であ

り、保健所を介して検査依頼する方法が現実的であ

る。尚、米国では2001年ll月に、図1のような炭疽

菌の連絡・検査体制が既に確立しており、現在も同様

の検査体制が施行されている。

　治療として米国では表3の治療ガイドラインが基

本とされるが、日本の現状にそぐわない点もあるた

め、細心の注意が必要とされる。また、米国内では炭

疽治療の抗生物質としてシプロフロキサシンのほか、

ドキシサイクリンとペニシリンが認可されており、米

政府はド・イツの製薬会社から1錠あたり95セントで

購入することに同意した。現在、シプロフロキサシン

は186万人分の治療に使える量が確保されているが、

さらに1億錠を購入目的にしている。次に炭疽菌暴露

後の発症予防薬投与法を表4に示す。感染動物の焼却

処理、羊毛毛皮業者、牧畜業者などにワクチン投与す

不審な郵便物など（粉末入り、過剰なテープの封印、切手超過ほか）

」

公衆衛生局・ファミリードクター・病院および警察への連絡

①鼻粘膜細菌学的検査（炭疽菌）

②免疫学的血液検査

　　　　　，

州検査施設および軍施設　米連邦捜査局

①細菌学的検査・検鏡

②病理組織学的検査・培養

③遺伝子学的検査（PCR・DNA法）

　　　　」
CDC（米国疾病管理予防センター）

細菌学的検査、遺伝子学的検査、培養による最終確定診断

図1米国における炭疽菌の連絡・検査体制

表3米国における肺炭疽（吸入型）の治療ガイドライン

カテゴリー
　　　初期治療
i炭疽の確定診断および
ｴ受性検査結果判明前）

確定診断および感受性検査結果
ｻ明後（感受性がある場合） 期間

（i） ペニシリンG静注
400万単位4時間毎

成 人 シプロフロキサシン静注 （2，400万単位分6）

（妊婦・免疫不全 400mg　l日2回 または 60日＊

患者を含む） （800mg分2）
（ii） ドキシサイクリン静注＊＊

100mg12時間毎
（200mg分2）

（i） 12歳未満
シプロフロキサシン静注 ペニシリンG静注
1日頃10－15mg／kg　l日2回 5万単位／kg　6時間毎

小 児 （1日総量20－30mg／kg分2） （ii） 12歳以上 60日＊

ペニシリンG静注
1日総量がlgを越えないこと 400万単位　4時間毎

（2，400万単位分6）

＊’ ﾕ床症状が回復するに従い，静注から経口薬に変更し60日間の投与を終了する。
＊＊’ 坙{国内では静注用のドキシサイクリンは製造されていないため経口薬のみ使用可能である。

（4）
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表4米国における炭疽菌暴露後発症予防薬投与法

カテゴリー 予防薬および投与法

下記のいずれか：

成 人
シプロフロキサシン 1回500mg 1日2回服用

レボフロキサシン 1回500m9 1日1回服用

オフロキサシン 1回400mg 1日2回服用

シプロフロキサシン＊ 20－30mg／kg 1日量として服用 分2
小 児 レボフロキサシン 推奨できない

オフロキサシン 推奨できない

＊’ ｬ児に対しニューキノロン系で投与する場合，副作用が発生することがある。

　炭疽の危険性と予防薬の副作用を充分考慮することが重要である。

ることも予防の点から重要である。尚、炭疽ワクチン

については米国でも1社が製造しているだけで十分

な供給量がなく（米軍に50万人の備蓄のみ）、長期に

渡り3～6回の摂取が必要であり、副作用の発生頻度

も高いことなどから一般に推奨されていないのが現

状である。その上、ワクチンおよびその製造施設につ

いて、FDA（米国連邦食品医薬品局）が未だ認可して

おらず、1998年以来、製造されていない。

　③　ウエストナイル症（ウエストナイル脳炎を含

　　　む）

　2003年10月改正の感染症法では4類に分類される

ウエストナイル症はCulex（イエカ）属の蚊によって

媒介されるウイルス性脳炎で、アフリカ（ウガンダ、

コンゴ、中央アフリカ、マダガスカル、ケニア、エジ

プト）、地中海沿岸（フランスのカマルグ地方）、インド

の広範囲に渡り分布している。地域により媒介蚊の種

類が異なり、アフリカおよび中東においてはCulex

univittatusとCulex　pipiens　molestusカ§、アジアにおい

てはCulex　tritaeniorhynchus（コガタアカイエカ）が

主要媒介蚊である。米国北東部においては、Culex

pipiens，　Culex　restuans，　Culex　salinarius，　Aedes　triser－

iatus，　Aedes　japonicusがウエストナイルウイルスに感

染していることが明らかになっている9『ユ1）。

　ヒトに対しての潜伏期間は5～15日間で、臨床症状

についてはウエストナイル脳炎に感染してもほとん

どは不顕性感染で終わるが、脳炎を発症した場合、通

常型では急激な熱性疾患で頭痛、背部痛、目眩、発汗、

時に狸紅熱発疹（約半数の症例でみとめられる）、リン

パ節腫大を合併し、発熱は二峰性を示すこともある。

患者は第3～7病日に解熱後、短期間に回復する。一

方、脳炎型は重篤で患者は高齢者に多く、中央アフリ

カでは劇症肝炎を併発した症例が報告され、心筋炎や

膵炎併発した例もある。今回のニューヨーク州におけ

るウエストナイル脳炎の臨床症状は発熱、消化器症

状、異常な精神状態、頭痛、筋力低下、項部硬直、発

疹などが報告されている。検査所見は白血球減少、脳

炎患者の髄液では細胞増加とタンパク上昇がみとめ

られる。治療法としては対症療法でウイルスは発症初

期の血液から分離されることが多い。

　ウエストナイルウイルス、セントルイス脳炎ウイル

ス、クンジンウイルスはいずれもフラビウイルス科フ

ラビウイルス属のRNAウイルスで日本脳炎ウイル

ス血清群に分類されている。これらはいずれも抗原的

に近縁であるため、抗体検査だけでは区別は容易では

なく、遺伝子解析により判明される。ウエストナイル

ウイルスは特にトリ（カラス、アオカケイ）に感染す

るのが特徴であるが、発症または死亡という報告は過

去には少なかった。

　1999年8月より米国ニューヨーク州においてウエ

ストナイル脳炎による患者が62名発生し、そのうち7

名が死亡した。CDCとニューヨーク州およびその近

隣の数州の保健局の協力のもとIDSA（Emerging

Infections　Network　of　the　lnfectious　Diseases　Society　of

America）がウエストナイル脳炎流行に関する調査に

おいて重要な役割を果たした。2㎜年には主に米国東

海岸、メキシコ湾岸を中心とした17州により、ヒトに

対するウエストナイルウイルス感染および動物、蚊に

より媒介されるウエストナイルウイルスの調査がさ

らに拡大された9）。

　2㎜年5月中旬以降、米国北東部においてウエスト

ナイルウイルスに感染した野鳥と蚊が増加している

との報告があった。トリと蚊に対する感染は既にコネ

チカット州、ニュージャージー州、ニューヨーク州、マ

サチューセッツ州の4州の25以上の郡から報告され

ている。9月7日は8名の患者が報告され、発生の中心

はニューヨーク市のスタッテン島（Staten　Island）で

（5）
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あった10・11）。

　2002年8月、米国南部のルイジアナ・ミシシッピ州

を中心として再びウエストナイル脳炎が発生し、瞬く

間に中西部（イリノイ州：感染者884人、死亡者64

人、オハイオ州：感染者884人、死亡者31人、ミシガ

ン州：感染者614人、死亡者51人）に拡大し全米で総

感染者4，156名、死亡者数284名となった11）。

　2003年になってもその勢いはとどまらず、全米で総

感染者数9，862人、死亡者数264人と過去最高を記録

し，2004年11月5日現在、全米で総感染者数2，241人，

総死亡者数76人となっている。このようなウエスト

ナイル感染に対して、2002年よりNew　Orleansの

Mosquito　Control　Centerとチューレン大学医療セン

ターの公衆衛生熱帯医学大学院が中心となり、Inte－

grated　Pest　Management（IPM）が施行されている。

IPMはChemical　Control，　Biological　Control，　Source

of　Reduction、　Public　Health　Educationより構成され、

ルイジアナ州では年々感染者数、死亡者数が減少し、

効果をあげている12・13）。

IV．　HIV／AIDS感染症への取り組み

　WHO（World　Health　Organization；世界保健機構）

の発表によると、1999年末で世界のHIV（Human

Immunodeficiency　Virus）の感染生存者数は3，400万

人を超え、累積AIDS（Acquired　Immunodeficiency

Syndrome）死亡者数は1，630万人に達している。

　米国におけるHIV／AIDS対策は①HIV／AIDSの

全州における疫学サーベイランスの強化と②多剤

化学療法とワクチン開発の2点に集約できる。以下

HIV／AIDSの疫学サーベイランスはルイジアナ州の

ニューオリンズにおける実例と最近の多剤化学療法

とワクチン開発の問題点について記述する。

　①HIV／AIDSの疫学サーベイランスルイジア

　　　ナ州ニューオリンズの実例

　WHO（世界保健機構）は1996年度の全世界におけ

るHIV感染症の累計総数を2，949万人、　AIDS患者

810万人と報告している。また、CDC（疫病管理予防

センター）の報告（1996年12月30日）によると、米

国内ではHIV感染者58万人、　AIDS患者22万人が報

告されており、このような現状の中でCDCを中心と

した米国州単位のHIV／AIDSサーベイランスシステ

ムが確立されている。しかしながら、HIV／AIDSサー

ベイランスは複雑な過程と多様性が交錯し、対象につ

いても病院の臨床検査室、外来診療、死体安置所、さ

らには囚人までを含む先進的コンピューターシステ

ムが要求される。その典型例として、ルイジアナ州

ニューオリンズ市では公衆衛生局の疫学者を中心に

チューレーン大学医療センターとルイジアナ州立大

学医学部のACTU（AIDS臨床研究グループ）の指導

の下、基幹病院であるチャリティ病院内でCDCの

HARSデーターベース、　ASDスタディによるAIDS

サーベイランスが展開されており、医療先進国である

米国のコンピューターシステムによるHIV／AIDS

サーベイランスを公衆衛生学的見地から報告してい

る。CDCのHARSシステムは米国50州および6大

主要都市において多目的サーベイランスとして公的、

私的、政府機i関を問わず、HIV／AIDS患者の総数をモ

ニターすることを目的としており、その内容は地域、

人種、感染危険度、年齢、性別など、多岐にわたり報

告されている。

　ASDスタディは指定機関で治療を受けた外来・入

院HIV患者の多種多様の免疫状態を反映している。

これらより、サーベイランスプログラムはその地域に

おけるHIV感染進展度をモニターするものでなけれ

ばならず、効果的なサーベイランスプログラムとはモ

ニタリングとともに時代の変化を認識するものであ

り、ルイジアナ州ニューオリンズ市の公衆衛生局の

HIV／AIDSサーベイランスは、社会環境変化に対応し

た情報伝達の意識と分析能力を求められ確立された

といえる14）。またこのサーベイランスがHIV／AIDS

患者が原虫疾患であるクリプトスポリジウム症を併

発した際にはルイジアナ州公衆衛生局にて大いに役

立った15）。

　②　多剤併用療法とワクチン開発への取り込み

　現在米国では三者併用療法・多剤併用療法により

AIDS患者は減少傾向にあるが、この併用療法Com－

bined　Therapyによる新たな問題が浮上している。

　このことはAIDSの併用療法による化学療法が基

本的にいくつかの間題を抱えていることを意味する

（表5）。また、多剤化学療法によるAIDS患者の抑制効

表5米国におけるAIDSの化学療法の問題点

1．薬物長期投与による副作用

2．薬剤耐性変異株の出現

3．多剤療法における複雑な投与法

4．不充分な免疫応答能の回復

5．延命治療後の悪性リンパ腫の多発

6．医療費の増大

（6）
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表6HIVワクチンの開発の困難性

1．HIVウイルスの変異抗原性が著しく高い

2．HIV→AIDSの自然治癒がない

3．HIV→AIDSの潜伏期が長いため，臨床実験が大規

　模，長期に及ぶ

4．弱毒生ワクチン使用によるAIDS発症の危険性

5．弱毒生ワクチン施行後の動物実験モデルの予後

果により、皮肉にもHIV感染者の増加が起こり、HIV

感染からAIDS発病までの潜伏期間incubation

periodの延長を促進し、その感染者の性行為により新

たなHIV感染者の増加という現象を引き起こしてい

る。

　その上、AIDSの発症率がSTDのリスクグループ

内で極めて高く、特に東南アジア、アフリカ諸国の貧

困層で急速に拡大していることから高価な多剤化学

療法よりもワクチン開発が最も適切な予防法である

ことは明確である。しかしながら米国で進められてい

るワクチン研究・開発には、種々の問題点（表6）があ

り未解決である。

9）

10）
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